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課 題

要 望
〇 リハ専門職が配置されていない特養や居住系サービスにおいて、協力医療機関等に所属するリハ専門職と連携する支援体制を整備した場合
に、評価をおこなうこと。

〇 2040年に向けて、肺炎・心不全・尿路感染症・転倒による骨折等の高齢者救急の増加や、医療・介護の複合ニーズを有する85歳以上人口
の増加が見込まれている。

〇 特養やグループホーム入所者において、転倒骨折・脳血管疾患等で入院し再入所した場合の入院期間は短い傾向にある（表１、図３）。そ
のため特養や居住系サービスにおいても、医療・介護の複合ニーズを有する利用者の増加が見込まれ、要介護度の重度化予防や生活機能の
維持・向上への対応、再発・再入院予防の観点から、医療機関から入所した後の生活を支える体制が重要である。

〇 この中で、肺炎、心不全、尿路感染症、転倒による骨折等で入院した利用者の施設復帰後の生活機能の維持・回復支援や、治療用装具・補
装具の再調整や更新の判断、身体機能に応じた車椅子等の福祉用具の調整など、リハ専門職による評価・助言を必要とする場面がある。そ
のような施設からの依頼を受けて外部施設に所属するリハ専門職が指導を行う事例がある。

〇 以上より、施設側からのニーズがある一方で、現行制度においてはリハ専門職との連携や助言・指導を評価する仕組みがなく、専門的支援
を受けられる体制が十分に確保されていない

１．特別養護老人ホームおよび居住系サービスにおける医療ニーズへの対応の推進

〇 特別養護老人ホーム（以下、特養）や居住系サービスにおいては、個別機能訓練加算により機能訓練計画の作成及び機能訓練の実施が評価さ
れているが、リハ専門職の配置は施設数と比較して極めて少ない（図１・図２）。

〇 介護老人福祉施設等では、令和６年度改定において協力医療機関との連携体制を確保し、入所者の病状変化等に相談・対応できる体制の義務
化が経過措置をもって定められ、その実行を評価する「協力医療機関連携加算」が設けられた（参考資料２） 。当該加算の基準では、入所者
の病状が急変した場合において、医師又は看護師が常時相談対応を行う体制を常時確保していることが求められる。

〇 加えて、当該加算に限らず看護師による特養等への支援が平時から実施される事例がある中、リハ専門職による専門的支援や助言・指導等の
体制を評価する仕組みは設けられていない（参考資料３、４） 

現 状
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特養等協力医療機関等

リハ専門職

支援

 利用者の生活機能の維持・向上に向けた助言
 利用者に対するリハビリテーション支援
 施設職員への助言や指導
 治療用装具・補装具およびそのほか福祉用具の

評価・調整・他機関への相談に係る助言 等

リハ専門職の支援体制（例）

協力医療機関等のリハ専門職と特養等との支援体制イメージ

※ 既存の「生活機能向上連携加算」は、個別機能訓練計画作成等に係る連携を評価するものである。本要望は、医療・介護の複合ニーズを
有する利用者に対する直接支援、施設職員への助言・指導、治療用装具・補装具及び福祉用具の評価・調整等を含む継続的な支援体制
を評価するものである。



【出典】2011, 第55回 理学療法科学学会 学術大会, 構成員提供資料【出典】2019, 松田晋哉, 入退院の経路別にみた肺炎を発症した要介護高齢者の在院日数の分析

参考資料１：特養及び居住系サービスにおける入退院の状況・リハ専門職配置及び利用者像
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図１ 個別機能訓練加算のサービス別単位数および算定率

介護サービス種別 単位数
算定率

（事業所ベース）
算定率

（件数ベース）

通所介護 （Ⅰ）イ：56点/日 47.4% 26.6%

（Ⅰ）ロ：76点/日 32.0% 29.4%

（Ⅱ）20点/月 35.9% 3.9%

介護老人福祉施設 （Ⅰ）12単位/日 28.2% 26.8%

（Ⅱ）20単位/日 17.7% 0.6%

（Ⅲ）20単位/月 4.6% 0.1%

特定施設入所者生
活介護

（Ⅰ）12単位/日 30.9% 32.4%

（Ⅱ）20単位/月 15.4% 0.6%

短期入所生活介護 56単位 6.4% 3.3%

【出典】第258回/第259回/第260回 社会保障審議会 介護給付費分科会資料（2026）を
もとに本会作図．

【出典】令和６(2024)年介護サービス施設・事業所調査をもとに本会作図．
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図２ 施設数とリハ専門職配置数

リハ専門職の配置は、
施設数と比較して極めて少ない。

図３ １施設における罹患状況と入院期間
表１ 入院前の所在別に見た退院先の一致の有無による

平均在院日数の差の分析結果

（施設数：件）
（専門職：名）



参考資料２：協力医療機関連携体制の構築に係る改正と加算概要（令和６年度介護報酬改定）

◼ 協力医療機関連携加算：
協力医療機関との間で、利用者の同意を得て、当該利用者の病歴等の情報を共有する会議を定期的に開催している場合に、
所定単位数を加算するもの。
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【参考】中央社会保険医療協議会 総会（第624回） 総-7
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_65606.html
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参考資料３：医療機関と特養における看護師の連携事例

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_65606.html


【抜粋】利用サービス毎のリハビリテーションの保険給付の状況.厚生労働省 7

参考資料４：要介護高齢者等に対するサービス別のリハビリテーションの保険給付の状況

✓ 特養および居住系サービスにおいて、介護保険下でのリハビリテーションサービスの利用に制限がある。

https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000001nv62-att/2r9852000001nv9k.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000001nv62-att/2r9852000001nv9k.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000001nv62-att/2r9852000001nv9k.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000001nv62-att/2r9852000001nv9k.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000001nv62-att/2r9852000001nv9k.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000001nv62-att/2r9852000001nv9k.pdf


要 望

課 題

〇 特養に併設するショートステイ利用後の状態悪化を予防する観点から、機能訓練体制加算・個別機能訓練加算の増点および基準緩和(開設
主体の事業所（特養等）との兼務を認めること／通所介護における配置基準のように配置時間以外の時間で別の職務に配置することを可能とすること等)

を行うこと。
〇 機能強化に積極的に取り組む事業所（例：リハ専門職を配置し機能訓練体制加算・個別機能訓練加算を提供している事業所）について、
 「機能強化型」として上乗せの評価をすること。

〇 利用者の心身機能の変化等に関する調査では、介護支援専門員の71.9％、理学療法士の74.6％が「利用後に状態が悪化の印象あり」と回
答（図２）した。状態が悪化すると思われる利用期間は「５日以上」と回答したものが約６割（図３）、要支援者よりも要介護認定者の方
が利用後に状態が悪化する印象があると回答する割合が高かった（図４）。加えて、短期入所生活介護は、５日以内の短期間の利用となる
ことが多く、ADL維持等加算のような加算の算定は難しい。さらに、10床程度の小規模施設が多いため、リハ専門職の常勤配置が難しく個
別機能訓練加算の算定が困難である（図５）。  

２．特別養護老人ホーム（以下、特養）に併設する
短期入所生活介護の利用後における状態悪化予防の推進

現 状
〇 特養に併設する短期入所生活介護（以下、ショートステイ）では、個別機能訓練加算および機能訓練体制加算により機能訓練指導員の配置

と機能訓練の提供体制が評価される。しかし、算定率は低く、ショートステイ入所者に対する生活機能維持・向上の取り組みが十分に行き
届いていない。

〇 また、特養等に併設するショートステイにおいては、個別機能訓練加算を算定する際には、本体施設とは別の専従者の配置が必要であり、機能訓練指導員

の柔軟な活用が制限されている（図１、参考資料２）。
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特別養護老人ホーム
（介護老人福祉施設）

短期入所生活介護
（ショートステイ）

【短：個別機能訓練加算(56単位/日)】
専従の機能訓練指導員１名以上
・・・算定率（事業所ベース） 6.4%※

【特：個別機能訓練加算Ⅰ～Ⅲ】
(Ⅰ12単位/日,Ⅱ 20単位/月,Ⅲ 20単位/月 ※併算可)

専従・常勤の機能訓練指導員１名以上

（特養には機能訓練体制加算はない。）
兼任×

図１ 特養併設のショートステイにおける
機能訓練体制加算・個別機能訓練加算の専従配置要件

【短：機能訓練体制加算(12単位/日)】
専従・常勤の機能訓練指導員１名以上
・・・算定率（事業所ベース） 35.0%※

※ 算定率（事業所ベース）は、第258回 社会保障審議会 介護給付費分科会資料（2026）より抜粋．

15.5％

84.5％

単独型・単独ユニット型

併設型・併設ユニット型

（参考）類型別事業所割合

※ 利用者数が100を超える場合は、1名以上の配置
かつ常勤換算方法で利用者の数を100で除した数
以上配置すること。



 

 

 

図１ ショートステイ利用により利用者の状態が悪化すると思われる

利用期間     【出典】令和元年度日本理学療法士協会調査 

図２ ショートステイ利用により利用者の状態が悪化すると思われる

利用者の介護度  【出典】令和元年度日本理学療法士協会調査 

参考資料１．ショートステイの利用による利用者状態への影響、個別機能訓練加算の算定状況

図２ ショートステイの利用により状態悪化は起こりやすいと感じるか
図５ 短期入所生活介護の算定状況と

非算定の理由

【出典】 社保審-介護保険給付費分科会 第151回
(H29.11.15) 資料２

図４ ショートステイ利用により利用者の
状態が悪化すると思われる”利用者の介護度”

✓ 理学療法士、介護支援専門員ともに7割以上が、ショートステイ利用後の状
態悪化のが発生しやすいと認識している。

 

 

 

図１ ショートステイ利用により利用者の状態が悪化すると思われる

利用期間     【出典】令和元年度日本理学療法士協会調査 

図２ ショートステイ利用により利用者の状態が悪化すると思われる

利用者の介護度  【出典】令和元年度日本理学療法士協会調査 

図３ ショートステイ利用により利用者の
状態が悪化すると思われる”利用期間”

【出典】令和元年度日本理学療法士協会調査

機能訓練指導員を専従で
配置することが難しい
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参考資料２．特養等と併設ショートステイにおける個別機能訓練加算の配置要件／他団体意見

【質問】

短期入所生活介護事業所を併設している特別養護老人ホームにおいて、個別機能訓練加算を特別養護老人ホームで算定し、併設の短期入所生活介護事業所

では機能訓練指導員の加算を算定し、新設の個別機能訓練加算を短期入所生活介護事業所で算定しようとする場合、特別養護老人ホームと短期入所生活介

護事業所を兼務する常勤専従の機能訓練指導員を１名配置し、それとは別に専従の機能訓練指導員を短期入所生活介護事業所に１名配置すれば、短期入所

生活介護においては、機能訓練指導員の加算と新設の個別機能訓練加算の両方が算定できるということでよいか。

【回答】

短期入所生活介護の「機能訓練指導員の加算（=機能訓練体制加算）」は、常勤・専従の機能訓練指導員を配置した場合に評価されるものであるが、「個別機能

訓練加算」は利用者の生活機能の維持・向上を目的として、専従の機能訓練指導員が利用者に対して直接訓練を実施するものである。

このため、常勤・専従の機能訓練指導員とは別に専従の機能訓練指導員を短期入所生活介護事業所に１名配置すれば、いずれの加算も算定することができる。

★ショートステイにおける個別機能訓練加算の取得に際して、本体施設と別に専従の機能訓練指導員を配置しなければならない。

特別養護老人ホーム
（介護老人福祉施設）

短期入所生活介護
（ショートステイ）

【短：個別機能訓練加算(56単位/日)】
専従の機能訓練指導員１名以上

【特：個別機能訓練加算Ⅰ～Ⅲ】
(Ⅰ12単位/日,Ⅱ 20単位/月,Ⅲ 20単位/月 ※併算可)

専従・常勤の機能訓練指導員１名以上

（特養には機能訓練体制加算はない。）

兼任×（QA参照）

兼任×
（留意事項上の明記あり）

※ 利用者数(併設本体施設の入所者含む)が100を
超える場合は、1名以上の配置かつ常勤換算方法で
利用者の数を100で除した数以上配置すること。

※ 利用者数が100を超える場合は、1名以上の配置
かつ常勤換算方法で利用者の数を100で除した数
以上配置すること。

兼任〇？
（QA参照）

◼ 個別機能訓練加算の配置要件に関するQ&A（令和27年介護報酬改定に関するQ&A Vol.1）

個別機能訓練加算や看護体制加算の専従要件が取得の壁になっているとして、
本体施設との兼務・併任を柔軟に認める要件緩和を提案された。

【短：機能訓練体制加算(12単位/日)】
専従・常勤の機能訓練指導員１名以上

◼ 個別機能訓練加算の配置要件に関する現行制度の整理（イメージ図）

◆ 全国老人福祉施設協議会（小泉立志副会長） 意見（2026年6月29日,第259回 社会保障審議会介護給付費分科会.）
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参考資料３．通所介護等における個別期の訓練加算の配置要件緩和（令和６年度改定）



〇 介護保険制度での車椅子等の福祉用具貸与は、居宅サービスにおいては利用できるが施設サービスでは原則として算定対象外であり、介
護施設入所者は身体の状態等にあった車椅子が必ずしも利用できる環境が整っていないのが現状である。

〇 一方、介護老人福祉施設において、福祉用具事業者と連携した施設向け車椅子レンタルサービスを導入し、リハ専門職が評価に基づき個
別調整（シーティング）を行う取組事例がみられる。身体状況に適合した車椅子の使用により、誤嚥リスクの低減や褥瘡予防に寄与したと
報告されている（図１）。しかし、現行制度上このような提供体制・専門職の関与は報酬で評価されておらず、施設側の持ち出しにより継
続されているのが実情である。

図２ 介護保険の福祉用具レンタルの利用
が在宅の要介護者に限られることをどの
ように考えるか（n=430）

要 望

課 題

〇 施設入所者に対し、リハ専門職によるアセスメントのもと、自立支援・重度化防止を目的として車椅子等の必要性がケアプランに明記され
る場合においては、施設入所中においても貸与を可能とすること。

〇 車椅子の個別調整や継続的なフォローについて、リハ専門職の関与を促進・評価する仕組みを設けること。
例：「自立支援促進加算（参考資料③）」における離床に係る留意事項として、リハ専門職の関与が望ましい旨を位置づける。

〇 施設における車椅子導入（購入およびレンタル／リースを含む）に、介護報酬以外の公的財源（補助・交付金等）を措置すること。

〇 施設入所者へのアンケート調査では、６割を超える入所者が「介護施設でも福祉用具レンタルを認めるべき」と回答し、施設で福祉用具レ
ンタルを認めることの影響として、「施設の高齢者の自立度が改善する」と回答する者が約８割を占めた（図２，図３）。

〇 介護施設から急性期病棟へ入院する患者には誤嚥性肺炎が14%、骨折は８%を占めている（参考資料①）。車椅子利用者の施設入所後の
骨折リスクに関する調査において、入所前に多機能型車いすを使用していた高齢者では、入所後の転倒関連骨折が多いことが報告されてい
る（参考資料②）。車いすを使用する高齢者が施設に入所すると、入所前とは異なる車いすを使わざるを得ない場合があり、転倒や骨折の
リスクが懸念される。医療費削減の観点から適切な車椅子の提供による離床・安全性の確保は再入院予防の観点から重要である。

３．施設入所者の身体の状態等にあった車椅子の提供体制の評価

現 状
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図３ 施設でも在宅と同じ仕組みで車いすが
レンタルできるようになると、どんな影響
があると思いますか（複数回答）

①施設の高齢者の自立度が改善する
②誤嚥性肺炎などで入院する人が減る
管理やメンテナンスでかえって現場の負担が増えると思う
⑤地域の福祉用具業者の収益アップになる
⑥廃棄される車いすが減ってSDGsにも貢献する
⑦介護給付の削減につながる
⑧無駄な介護給付が増える       ⑨その他

図１ 介護老人福祉施設への車いすレンタルの導入例

～特別養護老人ホーム好日苑（東京都）～

◆ 入居者一人ひとりにあった車いすを提供するため、
施設向けの車いすレンタルサービスを開発・導入。

◆ 計45台のモジュラー型・ティルトリクライニング型
車椅子をレンタル。

◆ 福祉用具やシーティング技術のある理学療法士が携
わり、誤嚥のリスク低減や褥瘡予防に寄与。

参考：シルバー新報 2024.4.12

参考：シルバー新報 2024.4.12

参考：シルバー新報 2024.4.12



参考資料①：介護施設等の急性期病棟への入院 疾患内訳

引用：厚生労働省「要介護者等の高齢者に対応した急性期入院医療 参考資料」（2023年3月15日）
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骨折
合計８%



参考資料②：介護施設における入所前の車椅子の種類と転倒関連骨折の実態

【参照】
• Suzuki A, Uda K, Watanabe T, Tamiya N．介護老人福祉施設入所前に使用していた車いすの種類と入所後の転倒関連骨折の実態．

JMA Journal．2025；8（4）：1220-1226．doi:10.31662/jmaj.2025-0194.
• プレスリリース:車いす利用者の施設入所後の骨折リスクを初めて定量評価.筑波大学（2025年10月9日）
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n=96

n=119

（5.2%）

（0.0%）

• 本研究は、介護老人福祉施設入所前に使用していた車いすの種類と、入所後早期に生じる転倒関連骨折との
関連を検討した後ろ向き観察研究である。

• 茨城県の医療・介護レセプト等を用いて215名を分析した結果、入所前の標準型車いす使用者(119名)では
骨折は認められず、入所前の多機能型車いす使用者(96名)で５名(5.2%)に骨折が発生していた。

➢  車いすを使用する高齢者が施設に入所すると、入所前とは異なる車いすを使わざるを得ない場合があり、
  多機能型車いすを継続利用できなかったことが骨折リスクに関与した可能性が⽰唆される。

＜介護老人福祉施設入所前に使用していた車いすの種類と入所後の転倒関連骨折の実態（Suzukiら,2025）＞

「プレスリリース:車いす利用者の施設入所後の骨折リスクを初めて定量評価.筑波大学（2025年
10月9日）」より本会にて一部加筆

【骨折部位】股関節骨折-４名、前腕骨折-１名
【介護度】要介護４-３名、要介護５-２名
【身体機能（座位・起立・移乗）】部分介助～全介助-４名、
                                                自立～修正自立-１名



引用：公益社団法人 全国老人保健施設協会

参考資料③：自立支援促進加算
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https://www.roken.or.jp/wp/wp-content/uploads/2021/05/ebf5b2783dccec939ef5559d37a43022.pdf
https://www.roken.or.jp/wp/wp-content/uploads/2021/05/ebf5b2783dccec939ef5559d37a43022.pdf


参考資料④ 要介護高齢者における離床時間とADLの関連
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要 望

課 題

〇 生活機能向上連携加算をさらに推進する観点から、以下の見直しをすること。
・当該加算（Ⅱ）における個別機能訓練加算の算定による減算を削除すること。
・連携を提供する機関について評価すること。
・法人外事業所と連携した場合に評価すること。

〇  当該加算の算定状況は、全事業所・施設において96.9％が非算定であり、十分な普及拡充には至っていない（図１）。普及拡大の阻害要
因として、以下の課題が挙げられる。

・ 通所介護において当該加算を算定しない理由は、「外部のリハ事業所との連携が難しいため」 （36.7%）が最も多く、次いで「かかる
コスト・手間に比べて単位数が割に合わないため」（35.9%）が多く挙がっている（図２）。

・  当該加算（Ⅱ）は、個別機能訓練加算の同時算定で減算となり、外部の助言と内部の訓練体制の両立が評価されない構造となっている。
・  連携加算は助言を受けて計画書を作成した事業所が算定するため、連携を提供した機関へのインセンティブはない。
・  算定状況を踏まえると、連携が比較的容易な同一法人が53.５％を占める（図３）。一方、法人外との連携は同一法人と比較すると、普
及拡充が乏しい状況である。

・  診療報酬上の医療施設の施設基準において、リハ専門職の専従の常勤配置が求められている。ただし、兼務や外部派遣を認める仕組みは
明⽰されておらず、病院所属のリハ専門職が介護施設へ出向き助言を行うことが阻まれている（令和８年度診療報酬改定で緩和）。

４．自立支援・重度化防止を目的とした生活機能向上連携の普及拡充

現 状
〇 「生活機能向上連携加算」は自立支援・重度化防止に資する介護を推進することを目的に、訪問リハビリテーション若しくは通所リハビ

リテーションを実施している事業所又は医療提供施設のリハ専門職の助言を受け、計画を作成し、その計画に基づくサービスを行った事業
所を評価する加算である。

生活機能向上連携加算（Ⅰ）[100単位/月]：
外部のリハ専門職から助言を受けて個別機能訓練計画を作成。助言は訪問に限らず、電話やICTを用いた方法も認められている。

生活機能向上連携加算（Ⅱ）[200単位/月]：
3カ月に1回以上、外部専門職が訪問し、事業所と共同で個別機能訓練計画を作成。ただし、個別機能訓練加算（Ⅰ）または（Ⅱ）を算定している場合は100

単位／月に減算。
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図２ 連携加算を算定していない理由

図３ 法人内外での算定状況の差

図１ 連携加算の算定状況

図５ 介護報酬の常勤配置の要件

図４ ICT活用の効果

図６ 診療報酬の常勤配置の要件
【出典】厚生労働省：令和2年度診療報酬改定について

【出典】介護給付費分科会 – 介護報酬改定検証・研究委員会, 第19回(R2.3.26)：資料1-2

【出典】介護給付費分科会 – 介護報酬改定検証・研究委員会, 第19回(R2.3.26)：資料1-2

【出典】社保審 – 介護給付費分科会, 第180回(R2.7.20)：資料1

【出典】社保審 – 介護給付費分科会, 第180回(R2.7.20)：資料1

【出典】厚生労働省：令和３年度介護報酬改定における改定事項について 18

参考資料１：自立支援・重度化防止を目的とした連携の普及拡充



※連携加算Ⅱ：個別機能訓練加算を算定している場合は、100単位/月（減算）

【参考】介護報酬早見表

【出典】厚生労働省：令和３年度介護報酬改定における改定事項について

19

参考資料２：自立支援・重度化防止を目的とした連携の普及拡充
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